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平成 16 年 1 月期  個別中間財務諸表の概要       平成 15 年 9 月 18 日 

 

上 場 会 社 名          積水ハウス株式会社                       上場取引所    東 大 名  
コ ー ド 番 号         1928                                           本社所在都道府県  大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.sekisuihouse.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長    氏名 和田 勇 
問合せ先責任者 役職名 広報部長          氏名 山口 英大        ＴＥＬ (06) 6440－3111 
 
決算取締役会開催日 平成 15 年  9 月 18 日          中間配当制度の有無            有 ・ 無 
中間配当支払開始日 平成 15 年  9 月 30 日          単元株制度採用の有無            有(１単元 1000 株) ・ 無 
 
１． 15 年 7 月中間期の業績(平成 15 年 2 月 1 日～平成 15 年 7 月 31 日) 
(1) 経営成績                                  (注)百万円未満は切り捨てにより表示 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

523,888  △0.7
527,846  △7.3

32,159    23.8
25,978 △24.5

32,101    27.7
25,133  △28.8

15 年 1 月期 1,052,558   58,564   55,564 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

15,556   11.8 
13,914      - 

22.05 
19.62 

15 年 1 月期    30,196 42.58 

 
 

(注)①期中平均株式数   15 年 7 月中間期 705,593,929 株   14 年 7 月中間期 709,302,320 株   15 年 1 月期 709,184,330 株 

②会計処理の方法の変更    有 ･ 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

9.00 
9.00 

――――― 
――――― 

 

15 年 1 月期 ――――― 18.00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

1,018,977 
1,130,245 

612,606 
608,664 

60.1 
53.9 

880.82 
858.17 

15 年 1 月期 1,115,880 612,641 54.9 864.37 
(注)①期末発行済株式数  15 年 7 月中間期 695,493,117 株  14 年 7 月中間期 709,259,317 株   15 年 1 月期 708,775,614 株 

②期末自己株式数   15 年 7月中間期 13,891,961 株   14 年 7 月中間期 125,761 株       15 年 1 月期 609,464 株 

 
２．16 年 1月期の業績予想(平成 15 年 2 月 1 日～平成 16 年 1 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 1,080,000 65,000 32,500 9.00 18.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 46 円 73 銭 

 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在の事業環境に基づき作成したものです。実際の業績は今後様々な要因によって予想数

値と異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は中間決算短信（連結）添付参考資料2ページを参照下さ

い。 
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個別財務諸表等 

1.中間貸借対照表   

（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成15年7月31日現在)

前     期 
（平成15年1月31日現在）

対前期比較増減 
前 年 中 間 期

(平成14年7月31日現在)

（ 資 産 の 部 ） （１，０１８，９７７）（１，１１５，８８０） （△９６，９０３）（１，１３０，２４５）

流 動 資 産 ５７１，６６２ ６５２，４９８ △８０，８３６  ６５６，８６４

 現 金 預 金  １００，９５１ １１９，１２５   １１７，５４１

 受 取 手 形  ２１５ １６０   ８７３

 完 成 工 事 未 収 入 金  ８１，８５３ ８９，０２５   ７８，８０１

 不 動 産 事 業 売 掛 金  ７，９６０ ４，１６１   ７，４０１

 有 価 証 券  － ５０，０１６   ５０，０３２

 未 成 工 事 支 出 金  ５１，７５１ ６０，０５６   ５７，８７３

 分 譲 用 建 物  ３５，６３６ ３０，９３０   ３０，００６

 分 譲 用 土 地  １７４，９９４ １６１，１９６   １６９，８２１

 未 成 分 譲 用 土 地  １９，９１０ １９，７１７   ２０，２７５

 そ の 他 の た な 卸 資 産  ３，７０６ ３，７１９   ４，０５０

 前 渡 金  １，１２１ ９０７   １，１１５

 前 払 費 用  ５，３８６ ５，４９５   ４，９５２

未 収 入 金  １４，７９１ １９，７９９   １５，０８７

 繰 延 税 金 資 産  ７１，３６６ ８６，２６３   ９７，４５２

 そ の 他 の 流 動 資 産  ３，２８１ ３，２９０   ２，８９１

 貸 倒 引 当 金  △  １，２６６ △  １，３６７   △  １，３１２

固 定 資 産 ４４７，３１５ ４６３，３８２ △１６，０６７  ４７３，３８１

有 形 固 定 資 産 ２１１，６２８ ２１２，５５７ △   ９２９  ２０６，３４８

 建 物 ８９，３７４ ９１，５０５   ９３，０９９

 構 築 物 ４，６１８ ４，８２０   ４，９５５

 機 械 及 び 装 置 １０，８８４ １１，５３８   １２，１９０

 車 輌 及 び 運 搬 具 １３９ １２９   １８６

 工 具 器 具 及 び 備 品 ３，６０９ ３，７８４   ４，０１５

 土 地 ９９，５９５ ９９，４０１   ９１，１８６

 建 設 仮 勘 定 ３，４０４ １，３７７   ７１３

無 形 固 定 資 産 ８，１７０ ８，２７３ △   １０３  ８，４８３

 借 地 権  ５，８７０ ５，８６９   ５，８６８

 ソ フ ト ウ エ ア  １，５７６ １，６７８   １，８８７

 施 設 利 用 権  ３３ ３５   ３９

 電 話 加 入 権  ６８９ ６８８   ６８７

投 資 そ の 他 の 資 産 ２２７，５１６ ２４２，５５２ △１５，０３６  ２５８，５４９

 投 資 有 価 証 券  ９５，９２５ ９４，９２５   １０３，２３１

 関係会社株式及び出資金  １８，９１９ １５，８３５   １７，４６６

 長 期 貸 付 金  ８２，５３７ ８８，３３８   ９７，９５４

 長 期 前 払 費 用 ７８２ ８７４   １，０１９

敷 金 及 び 保 証 金 １４，００９ １４，４３４   １４，９５２

 繰 延 税 金 資 産  ３８，０５４ ４０，１２８   ３７，５７２

 そ の 他 の 投 資  ４，３４７ １５，１１５   １３，５７１

 関係会社投資評価引当金  △    ６８２ △    ６８２   △    ６８２

 貸 倒 引 当 金  △ ２６，３７８ △ ２６，４１８   △ ２６，５３７

合 計 １，０１８，９７７ １，１１５，８８０ △９６，９０３  １，１３０，２４５
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（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成15年7月31日現在)

前     期 
（平成15年1月31日現在）

対前期比較増減 
前 年 中 間 期

（平成14年7月31日現在）

（ 負 債 の 部 ） （４０６，３７０） （５０３，２３９）（△９６，８６９） （５２１，５８１）

流 動 負 債 ２９７，６０６ ３６３，２９２ △６５，６８６  ３７９，９０４

 支 払 手 形  ５７，８４６ ６３，７６５   ８０，２１１

 買 掛 金  ３７，１１１ ３６，５０９   ３１，２４４

 工 事 未 払 金  ５１，２３３ ４８，９６５   ４６，６４６

 一 年 以 内 に 償 還 予 定 の 社 債  １０，０００ －   －

 一年以内に期日到来の転換社債  － ８９，９９９   １０２，８１９
 
 
一年以内に返済予定の長期借入金  ２０，００１ １   ２

 未 払 金  ５，０８６ ５，１９２   ２，０９４

 未 払 費 用  ９，９３９ ９，５０５   ９，７４６

 未 払 法 人 税 等  ４８４ ４５９   ４７１

 未 払 消 費 税 等  ４，２７１ ６，１５３   ４，１７４

 未 成 工 事 受 入 金  ６２，８５８ ６３，０９７   ６８，１９７

 前 受 金  ６，８４２ ５，７８１   ４，３９２

 賞 与 引 当 金  １０，８９８ １３，４９３   ９，８９１

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  ９６９ ９６６   ９８９

 そ の 他 の 流 動 負 債  ２０，０６４ １９，４０２   １９，０２２

固 定 負 債 １０８，７６４ １３９，９４６ △３１，１８２  １４１，６７７

 社 債  ３０，０００ ４０，０００   ４０，０００

 長 期 借 入 金  ２ ２０，００３   ２０，００４

 預 り 敷 金 及 び 保 証 金  ９，６４２ ９，９７４   １０，６７６

 退 職 給 付 引 当 金  ６６，３５２ ６６，８４０   ６９，７４２

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ８０７ ８５２   ７５０

 日本国際博覧会出展引当金  ７０ ３５   －

 そ の 他 の 固 定 負 債  １，８８８ ２，２４１   ５０３

（ 資 本 の 部 ） （６１２，６０６） （６１２，６４１） （△    ３５） （６０８，６６４）

資 本 金 １８６，５５４ １８６，５５４ －  １８６，５５４

資 本 剰 余 金 ２３７，５２２ ２３７，５２２ ０  ２３７，５２２

 資 本 準 備 金  ２３７，５２２ ２３７，５２２   ２３７，５２２

 自 己 株 式 処 分 差 益 ０ －   －

利 益 剰 余 金 １９９，９５９ １９０，９３０ ９，０２９  １８１，０３１

 利 益 準 備 金  ２３，１２８ ２３，１２８   ２３，１２８

 別 途 積 立 金  １５４，３００ １３６，３００   １３６，３００

 中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益  ２２，５３１ ３１，５０２   ２１，６０３

 （ 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ）  （１５，５５６） （３０，１９６） （１３，９１４）

 その他有価証券評価差額金 １，０９５ △  １，８３６ ２，９３１  ３，６７２

自 己 株 式 △ １２，５２５ △    ５２９ △１１，９９６  △    １１６

合 計 １，０１８，９７７ １，１１５，８８０ △９６，９０３  １，１３０，２４５
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２.中間損益計算書   
  （単位：百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 

自 平成１５年２月 １日 自 平成１４年２月 １日

 

 自 平成１４年２月 １日

至 平成１５年７月３１日 至 平成１４年７月３１日

対 前 年 中 間 期 

比 較 増 減 
 至 平成１５年１月３１日

 

期  別 

 

科  目 
金   額 

百分比

（％） 金   額 
百分比

（％） 金  額 比率（％） 金   額 
百分比

（％）

売 上 高 ５２３，８８８ 100.0 ５２７，８４６ 100.0 △３，９５８△ 0.7 １，０５２，５５８ 100.0

 完 成 工 事 高 ４６１，７８６ 88.1 ４４６，３３５ 84.6   ９０４，７５７  86.0

 不 動 産 事 業 売 上 高 ６２，１０１ 11.9 ８１，５１０ 15.4   １４７，８０１  14.0

売 上 原 価 ４１０，９５５ 78.5 ４１９，３００ 79.4 △８，３４５ △ 2.0 ８３１，００９  79.0

 完 成 工 事 原 価 ３５４，９２５ (76.9) ３４５，５９９ (77.4)   ６９７，５６２ (77.1)

 

 不動産事業売上原価 ５６，０３０ (90.2) ７３，７００ (90.4)   １３３，４４６ (90.3)  

売 上 総 利 益 １１２，９３２ 21.5 １０８，５４５ 20.6 ４，３８７  4.0 ２２１，５４９  21.0

 完 成 工 事 総 利 益 １０６，８６０ (23.1) １００，７３６ (22.6)   ２０７，１９４ (22.9)

 

 不動産事業売上総利益 ６，０７１ (9.8) ７，８０９ (9.6)   １４，３５４ ( 9.7)

販売費及び一般管理費 ８０，７７３ 15.4 ８２，５６６ 15.7 △１，７９３△ 2.2 １６２，９８５  15.4

営 
 

 

業 
 

 

損 
 

 

益 

営 業 利 益 ３２，１５９ 6.1 ２５，９７８ 4.9 ６，１８１  23.8 ５８，５６４   5.6

営 業 外 収 益 ３，３７１ 0.6 ３，１７８ 0.6 １９３  6.1 ５，４０５   0.5

 受取利息及び配当金 ２，６０２ ２，２９５    ３，７２０

 そ の 他 ７６８ ８８２    １，６８４

営 業 外 費 用 ３，４２８ 0.6 ４，０２３ 0.8 △５９５△ 14.8 ８，４０４   0.8

 支 払 利 息 １６８  ９２    ２００  

 社 債 利 息 ９３４  １，４０３    ２，２２６  

営
業
外
損
益 

 そ の 他 ２，３２５  ２，５２７    ５，９７８  

経 
 

 
 

常 
 

 
 

損 
 

 
 

益 
 

 
 

の 
 

 
 

部 

経 常 利 益 ３２，１０１ 6.1 ２５，１３３ 4.7 ６，９６８  27.7 ５５，５６４   5.3

特 別 利 益 ４９ 0.0 － － ４９  － － －

 投資有価証券売却益 ４９  －    －

特 別 損 失 １，４２４ 0.2 ７１８ 0.1 ７０６  98.3 ２，０８０   0.2

特

別

損

益

の
部 

 

投資有価証券評価損 

固定資産売却及び除却損 

そ の 他 

１，０７０ 

３５３ 

－ 

１９２

５２４

１

  

８９２

１，１８５

１

 

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３０，７２７ 5.9 ２４，４１５ 4.6 ６，３１２  25.9 ５３，４８４   5.1

 法人税、住民税及び事業税 ２５３ 0.0 ２２０ 0.0 ３３  15.0 ４３４   0.0

 法 人 税 等 調 整 額 １４，９１８ 2.9 １０，２８１ 2.0 ４，６３７  45.1 ２２，８５４   2.2

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １５，５５６ 3.0 １３，９１４ 2.6 １，６４２ 11.8 ３０，１９６   2.9

 

前 期 繰 越 利 益 ６，９７５ ７，６８９   ７，６８９   

中 間 配 当 額 － －  ６，３８３  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ２２，５３１ ２１，６０３  ３１，５０２  
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[中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

 
1．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 ‥‥‥‥‥‥ 償却原価法（定額法） 

 ② 子会社株式及び関連会社株式 ‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 ③ その他有価証券 

   ・時価のあるもの ‥‥‥‥‥‥‥ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ています。） 

   ・時価のないもの ‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 (2) デリバティブ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 時価法 

 (3) たな卸資産 

① 未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ‥‥‥‥ 個別法に基づく原価法 

 ② 半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 ‥‥ 建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採

用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。 

 (2) 無形固定資産 ‥‥ 定額法を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）

に基づく定額法を採用しています。 

 

3．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しています。 

 (2) 関係会社投資評価引当金 ‥‥ 関係会社への投資に対する損失に備えるため、資産内容等を勘案して計上していま

す。 

 (3) 賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間に負担

すべき額を計上しています。 

 (4) 完成工事補償引当金 ‥‥‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、中間会計

期間末に至る一年間の保証責任が伴う完成工事高の 1,000分の 1及び不動産事業売

上高のうち建物部分にかかる売上高の 1,000 分の 1 を計上しています。 
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 (5) 退職給付引当金 ‥‥‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しています。なお、数理計算上の差異は、5 年による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。また、過去勤務債務

については、5 年による定額法により按分した額を発生した事業年度から費用処理

することとしています。 

(追加情報)  

厚生年金基金の代行返上 

 当社の加入する積水ハウス厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分について、平成 15 年 4 月 28 日厚生労働大臣より将来分

支給義務免除の認可を受けました。 

 当中間会計期間末において測定された返還相当額は、40,774 百万円となってお

り、当中間会計期間末で返還が行われたと仮定した場合の代行返上益の見積額は、

34,654 百万円となります。 

 (6) 役員退職慰労引当金 ‥‥‥‥ 役員及び執行役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく中

間会計期間末現在の要支給額を計上しています。 

 (7) 日本国際博覧会出展引当金････ 日本国際博覧会への出展に要する費用に充てるため、当中間会計期間末に発生して

いると認められる額を計上しています。 

 
4．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

 
5．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。 

 

6．ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しています。ただし、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しています。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ①運用目的債券をヘッジ対象として、金利スワップをヘッジ手段としています。 

  ②外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約をヘッジ手段としています。 

 (3) ヘッジ方針 

   為替及び金利の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引

高の範囲内に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は運用目的債券並びに有利子負債総額の範囲内に限定

しています。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を比較し、両者の変動額等を基礎としてヘッジの有効性を評価しています。但し、為替予約取引については、当該

取引とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有

効性評価を省略しています。 

 

7．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

   なお、控除対象外消費税等は、当中間会計期間の費用としています。 
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［注記事項］ 

 

1．中間貸借対照表関係 

 （当中間期） （前  期） （前年中間期）

(1)有形固定資産の減価償却累計額 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 131,189 百万円 128,229 百万円 125,836 百万円

(2)担保提供資産 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 27,874 百万円 27,893 百万円 27,914 百万円

(3)保証債務 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 64,051 百万円 61,857 百万円 71,723 百万円

(4)有利子負債‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 60,004 百万円 150,004 百万円 162,826 百万円

(5)自己株式数 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13,891,961 株 609,464 株 125,761 株

   

   

2．中間損益計算書関係 

 （当中間期） （前  期） （前年中間期）

減価償却実施額  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 4,497 百万円 9,951 百万円 4,891 百万円

  

  

3．追加情報 
 税効果会計 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が公布され、平成16年4月1日以後開始する事業年度より

適用されることにより、当社においては、平成17年2月1日から平成18年1月31日までの事業年度以降に解消が見込まれ

る一時差異等に係る繰延税金資産等の計算に使用する法定実効税率が変更されました。 

  この変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）が2,115百万円減少し、その他有価証券評価差

額金が25百万円、当中間期に計上された法人税等調整額が 2,141百万円、それぞれ増加しています。 

 
 
4．リース取引関係 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額                （単位：百万円） 

 当中間期 前  期 前年中間期 
 （平成 15 年 7 月 31 日現在） （平成 15 年１月 31 日現在） （平成 14 年 7 月 31 日現在） 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取得価額 
相 当 額 

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

建 物 35,339 20,074 15,265 36,675 19,418 17,257 38,607 19,222 19,385
車輌及び運搬具 35 9 26 25 6 19 8 4 3
工具器具及び備品 7,477 5,645 1,831 7,743 5,574 2,169 7,752 5,040 2,711
ソ フ ト ウ エ ア 2,056 1,459 597 1,974 1,233 741 1,884 1,039 845
合 計 44,909 27,189 17,720 46,420 26,232 20,187 48,253 25,307 22,946

（注）取得価額相当額は利息相当額を控除して算定しています。 

 
 ②未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

    （当中間期）   （前   期）    （前年中間期） 
1 年 以 内 6,882 百万円 7,494 百万円 8,080 百万円 
1 年 超 11,583 百万円 14,131 百万円 16,206 百万円 
合 計 18,465 百万円 21,626 百万円 24,287 百万円 

 
 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

       (当中間期)     （前   期）    （前年中間期） 
支 払 リ － ス 料 4,167 百万円 9,076 百万円 4,629 百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額 3,730 百万円 8,515 百万円 4,112 百万円 
支 払 利 息 相 当 額 195 百万円 468 百万円 243 百万円 

 
 
 



 34

  
④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により算定しています。 

 
 ⑤利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によって 
  います。 
（オペレーティング・リース） 

   （当中間期）  （前   期）  （前年中間期） 
未経過リース料 1 年 以 内 9 百万円 11 百万円 12 百万円 

 1 年 超 56 百万円 62 百万円 82 百万円 
 合 計 66 百万円 73 百万円 94 百万円 

 
 
5．有価証券関係 
 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  
        （単位：百万円）

当中間期 
（平成15年7月31日） 

前  期 
（平成15年1月31日） 

前年中間期 
（平成14年7月31日） 

種   類 中 間 貸 借 
対 照 表 
計 上 額 

時 価 差 額

貸 借

対 照 表

計 上 額

時 価 差 額

中 間 貸 借 
対 照 表 
計 上 額 

時 価 差 額

子 会 社 株 式 3,973 16,090 12,117 3,872 12,526 8,653 3,868 13,746 9,878
    

    

 

       

以  上 
 

 

 
 


